
　

第33回定時株主総会招集ご通知に際しての
　

インターネット開示事項

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

（2020年６月１日から2021年５月31日まで）

株式会社パシフィックネット

上記事項は、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、当社ウェブサイト

（アドレスhttps://www.prins.co.jp/company/ir/）に掲載することによ

り、株主の皆様に提供しております。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2020
2021

年
年

６
５

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2020年６月１日残高 432,750 525,783 1,199,471 △118,723 2,039,281

当期変動額

剰余金の配当 △110,834 △110,834

親会社株主に帰属する
当期純利益

496,589 496,589

自己株式の取得 △96 △96

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 385,755 △96 385,658

2021年５月31日残高 432,750 525,783 1,585,226 △118,819 2,424,940

新株予約権 純資産合計

2020年６月１日残高 1,032 2,040,313

当期変動額

剰余金の配当 △110,834

親会社株主に帰属する
当期純利益

496,589

自己株式の取得 △96

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△53 △53

当期変動額合計 △53 385,605

2021年５月31日残高 979 2,425,919
　

（注） 単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

　１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 ２社

(2) 連結子会社の名称 株式会社ケンネット

株式会社テクノアライアンス

　２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

該当事項はありません。

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　４．会計方針に関する事項

　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

　 その他有価証券

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

　 ② たな卸資産

　 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　 商品

　 主に個別法

　 貯蔵品

　 最終仕入原価法
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　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

　 レンタル資産

レンタル資産の経済的使用可能予測期間を耐用年数とし、当該期間満了時

のレンタル資産の見積処分価額を残存価額とする定額法によっております。

　 その他の有形固定資産

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～42年

車両運搬具 ２～６年

工具、器具及び備品 ２～15年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）

　 ソフトウェア

ソフトウェア（自社利用）の見込利用可能期間を耐用年数（５年）とし、

残存価額をゼロとする定額法によっております。

のれん

５年間の定額法により償却しております。

　 ③ リース資産

　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しており

ます。

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっ

ております。

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　 ③ 役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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　 (4) 重要な収益及び費用の計上基準

　 ① レンタル料収入の計上基準

レンタル期間の経過に伴い、役務の提供に対応して、契約上収受すべきレ

ンタル料額を収入として計上しております。

　 ② ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上方法

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

　 (5) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。

　 (6) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31

日）を当連結会計年度から適用し、連結計算書類に（会計上の見積りに関する注記）

を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）

　固定資産の減損

　 (1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　（単位：千円）

当連結会計年度

有形固定資産 2,995,296

無形固定資産 179,149
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　 (2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業及び

地域を基本単位とした資産のグルーピングを行っており、遊休資産及び売却予

定資産については、当該資産単独で区分する方法を採用しております。収益性

が著しく低下した資産グループに関しては、固定資産の帳簿価額を将来キャッ

シュ・フローに基づく回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

計上することとしております。なお、回収可能価額を当連結会計年度末におけ

る将来事業計画及び対象資産の売却見込み額を基礎として見積っております。

将来事業計画は、事業の属する市場環境・レンタル資産の稼働率等、対象資

産の売却見込み額はＩＴ機器の需給環境等を主要な仮定として算定しておりま

す。これら主要な仮定は、将来の経済条件の変動等により影響を受けることか

ら見積りの不確実性が高く、計画した将来事業計画及び対象資産の売却見込み

額が見積りと異なる場合、翌連結会計年度の財政状態及び経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 2,755,424千円

２．当社は、中古パソコン等の仕入れ確保のため、買取保証契約を締結しておりま

す。その買取保証額は28,671千円であります。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

　１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 5,175,000株

　２．剰余金の配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年８月28日
定時株主総会

普通株式 110,834 22.00
2020年
５月31日

2020年
８月31日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

決議予定
株式の
種 類

配当の原資
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日
効 力
発生日

2021年８月30日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 151,135 30.00
2021年
５月31日

2021年
８月31日

　３．当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の数

　 該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）

　１．金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金

調達は銀行等金融機関からの借入れによっております。

　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク

　売掛金、リース債権及びリース投資資産に係る信用リスクは、業務管理規程

に沿ってリスク低減を図っております。

　営業債務である買掛金、未払金はそのほとんどが１ヶ月以内の支払日であり

ます。

　借入金及びリース債務の使途は運転資金及び設備投資資金であります。

　 (3) 金融商品に係るリスク管理体制

　 ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、リスク管理規程に従い、営業債権等について、販売営業

部門並びにレンタル担当部門が全社的に一括して把握し、必要に応じて信用

調査を行う等、取引先ごとに期日及び残高を管理すると共に、財務状況等の

悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　借入金の変動リスクについては、随時、市場金利の動向を監視する等によ

り対応しています。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス

ク）の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計

画を作成・更新し、手許流動性を維持することにより、流動性リスクを管理

しております。
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　２．金融商品の時価等に関する事項

2021年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額（*1）

時価（*1） 差額

(1) 現金及び預金 1,810,893 1,810,893 －

(2) 売掛金 359,915 359,915 －

(3) リース債権及びリース投資資産 26,656 26,591 △64

(4) 買掛金 (170,597) (170,597) －

(5) 未払金 (190,663) (190,663) －

(6) 未払法人税等 (252,840) 252,840) －

(7) 長期借入金（*2） (2,298,055) (2,295,285) △2,769

(8) リース債務（*3） (24,743) (23,503) △1,240

(*1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(*2) 長期借入金には１年内返済予定の長期借入金（984,878千円）が含まれており

ます。

(*3) リース債務には１年内返済予定のリース債務（7,421千円）が含まれておりま
す。

(注) 金融商品の時価の算定方法に関する事項
　 (1) 現金及び預金、(2) 売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。

　 (3) リース債権及びリース投資資産
　リース債権及びリース投資資産の時価については、元利金の合計額を同様の
リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定し
ております。

(4) 買掛金、(5) 未払金、(6) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。

　 (7) 長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場
合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　 (8) リース債務
　リース債務の時価については、元利金の合計額を同様のリース取引を行った
場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 481円34銭

２．１株当たり当期純利益 98円57銭

（重要な後発事象に関する注記）

　 該当事項はありません。

（その他の注記）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り

新型コロナウイルス感染症による影響は、2022年５月期の一定期間にわたり影

響が継続するものとの仮定し、固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性

等の会計上の見積を行っております。

なお、現時点において入手可能な情報に基づき最善の見積りを行っております

が、今後、実際の推移がこの仮定と乖離する場合には、当社グループの財政状態

及び経営成績に影響を与える可能性があります。

　資産除去債務に関する注記

　 資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　 (1) 当該資産除去債務の概要

　本社及び支店等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

　 (2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から５～19年と見積もり、割引率は国債の利回りで割引

いて、資産除去債務の金額を計算しております。

　 (3) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 40,678千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 1,319千円

時の経過による調整額 51千円

期末残高 42,049千円
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株主資本等変動計算書

（ 2020
2021

年
年

６
５

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2020年６月１日残高 432,750 525,783 525,783 625 1,197,020 1,197,645

当期変動額

剰余金の配当 　 △110,834 △110,834

当期純利益 508,620 508,620

自己株式の取得

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － 397,786 397,786

2021年５月31日残高 432,750 525,783 525,783 625 1,594,807 1,595,432

株主資本

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

2020年６月１日残高 △118,723 2,037,455 1,032 2,038,487

当期変動額

剰余金の配当 △110,834 △110,834

当期純利益 508,620 508,620

自己株式の取得 △96 △96 △96

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

△53 △53

当期変動額合計 △96 397,690 △53 397,637

2021年５月31日残高 △118,819 2,435,145 979 2,436,124
　

（注） 単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　１．有価証券の評価基準及び評価方法

　 子会社株式

　 移動平均法による原価法

　 その他有価証券

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

　２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　 (1) 商品

主に個別法

　 (2) 貯蔵品

最終仕入原価法

　３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

レンタル資産

レンタル資産の経済的使用可能予測期間を耐用年数とし、当該期間満了時の

レンタル資産の見積処分価額を残存価額とする定額法によっております。

その他の有形固定資産

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～42年

車両運搬具 ２～６年

工具、器具及び備品 ２～15年

　 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア

ソフトウェア（自社利用）の見込利用可能期間を耐用年数（５年）とし、

残存価額をゼロとする定額法によっております。
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　 (3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しており

ます。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっ

ております。

　４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

　５．引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

　 (2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　 (3) 役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　６．収益及び費用の計上基準

(1) レンタル料収入の計上基準

レンタル期間の経過に伴い、役務の提供に対応して、契約上収受すべきレ

ンタル料額を収入として計上しております。

　 (2) ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上方法

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

　７．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更に関する注記）

１．損益計算書関係

前事業年度において、営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「助

成金収入」（前事業年度378千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より

区分掲記しております。

２．「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月

31日）を当事業年度から適用し、計算書類に（会計上の見積りに関する注記）を記

載しております。

（会計上の見積りに関する注記）

　固定資産の減損

　 (1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　（単位：千円）

当事業年度

有形固定資産 2,993,737

無形固定資産 102,557

　 (2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類の「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）」に同一の内

容を記載しているため、注記を省略しております。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 2,746,635千円

２．当社は、中古パソコン等の仕入れ確保のため、買取保証契約を締結しておりま

す。その買取保証額は28,671千円であります。

３．関係会社に対する金銭債権、債務

短期金銭債権 1,084千円

短期金銭債務 6,077千円

（損益計算書に関する注記）

　１．関係会社との取引高

売上高 912千円

営業費用 65,668千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度期末

普通株式 137,089株 46株 － 137,135株

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加46株であります。

（税効果会計に関する注記）

　１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

従業員未払賞与 32,852千円

未払費用 5,378千円

レンタル資産等減価償却 22,889千円

資産除去債務 12,583千円

貸倒引当金繰入 6,685千円

未払事業税 12,340千円

関係会社株式評価損 3,042千円

未払事業所税 1,193千円

その他 7,196千円

　繰延税金資産小計 104,163千円

評価性引当額 △13,457千円

繰延税金資産合計 90,706千円

（繰延税金負債）

有形固定資産 △4,013千円

繰延税金負債合計 △4,013千円

繰延税金資産(負債)の純額 86,692千円
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２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があ

るときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.62％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.07％

住民税均等割 0.38％

評価性引当額 0.02％

留保金課税 2.35％

雇用者給与等支給額が増加した場合の法人税

額の特別控除
△0.42％

その他 △0.01％

小計 2.39％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.01％

（関連当事者との取引に関する注記）

　 該当事項はありません。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 483円37銭

２．１株当たり当期純利益 100円96銭

（重要な後発事象に関する注記）

　 該当事項はありません。

（その他の注記）

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて、連結計算書類の

「連結注記表（その他の注記）」に同一の内容を記載しているため注記を省略してお

ります。
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